







世界でも古くから較量されてきた（Wold, 1953; Prais and Houthakker, 1955, 1971; OECD, 1982, 2009
など）。米国農務省経済調査局による需要予測においても、人口の年齢構成変化は、独自の調査結
果などに基づき経済要因に合わせて分析に取り入れられてきた（Salathe,1979; Blaylock and Small-




























＊1 A. Deatonは、「生活の満足」（ “life satisfaction”）をめぐる年齢との関連に関する国際的な実証研究に







効果」が含まれているだろう。しかしDeatonは、 “our inability to control for cohort or period effects” （コ
ウホートないし時代効果を識別するのは容易でない）の理由で（p.253）、コウホート効果は捨象して
いる（Deaton, 2010）。成長期の健康・環境条件がその後の長い人生の健康に重要な影響を及ぼしてい
るとする、同じ本のすぐ前の章の主張を受けていない（A. Case, “What’s Past Is Prologue,” 2010）。人
の身長一つとっても、幼少年期の栄養や生活環境が、成人後のそれに強く影響するのは紛れも無い
































































































































science fiction）― 以上の何ものでもないが、そういうbird’s eye viewを持つことによってこそ、その
人の社会に対するビジョンは形成されるのである。大地を這いまわって社会を調査した人たちの

































































































































































































































この場合、新たな接近法による時代効果Ptはα 1、α 2、α 3、α 4、α 5を計測すべき未知のパラメ

















定数項： 1.650752 ** A1：-0.305919 ** A2：-0.123614 ** A3：-0.230199 **
A4：-0.209267 ** A5：-0.185381 ** A6：-0.113408 ** A7： 0.040268 **
A8： 0.148153 ** A9：  0.151403 ** A10： 0.196537 ** A11： 0.237274 **
A12： 0.219444 ** （A13）： 0.174709  　 C1：-0.932853 ** C2：-0.844800 **
C3：-0.732734 ** C4：-0.611209 ** C5：-0.404994 ** C6：-0.304640 **
C7：-0.175923 ** C8：-0.013558 　 C9： 0.065542 ** C10： 0.102013 **
C11： 0.107036 ** C12： 0.168403 ** C13： 0.270938 ** C14： 0.350799 **
C15： 0.396778 ** C16： 0.410849 ** C17： 0.443336 ** C18： 0.493880 **
C19： 0.558994 ** （C20）： 0.652142  　 牛肉価格弾力性： 0.206848 **
　　豚肉価格弾力性：-0.652995 ** 鶏肉価格弾力性： 0.802583 **
　　　　支出弾力性：-0.861238 ** 「合計特殊出生率」弾力性： 0.243850 **
時代効果の計算値（1979年から2013年まで順に表示）：
.2642  .2692  .2463  .1989  .1663  .1474  .1234  .1076  .0692  .0122 -.0069
-.0091 -.0210 -.0555 -.0909 -.0912 -.1036 -.1160 -.1193 -.1079 -.1007 -.1001


























に変化することはない」（Stigler and Becker, 1977, p.76）ことが前提されている。需要体系分析を中
心に計量経済学をリードしてきたDeaton and Muellbauerも、代表的著書のなかで、Stigler and 
Beckerの発言に直接触れ、「嗜好変化」という考え方を排している（Economics and Consumer 




需要体系分析を実行することができることを提示した（Deaton, J. Econometrics, 1987; AER, 1988; A 
Microeconometric Analysis, 1997など）。この手法はその後瞬く間に多くの信奉者を生んだ（Perali 


























全国 6,810 全国 19,075 全国 14,484
奈良市 10,617 札幌市 23,882 福岡市 19,288
京都市 10,415 新潟市 23,110 宮崎市 18,006
大阪市 10,380 青森市 22,657 鹿児島市 17,918
和歌山市 10,031 秋田市 22,201 熊本市 17,818
広島市 9,993 静岡市 21,715 大分市 17,696
堺市 9,693 横浜市 21,524 北九州市 17,630
大分市 9,564 さいたま市 21,199 佐賀市 17,388
北九州市 9,414 盛岡市 20,940 和歌山市 17,354
神戸市 9,368 川崎市 20,927 広島市 16,984
大津市 9,204 浜松市 20,854 山口市 16,863
熊本市 9,173 甲府市 20,771 松山市 16,629
松山市 9,142 福島市 20,090 奈良市 16,284
山口市 9,080 千葉市 19,647 岡山市 16,227
山形市 8,713 山形市 19,527 札幌市 16,111
佐賀市 8,670 仙台市 19,269 京都市 15,886
福岡市 8,576 長野市 19,181 長崎市 15,833
徳島市 8,354 福岡市 18,813 大阪市 15,631
高松市 8,157 東京都区部 18,732 大津市 15,604
津市 8,057 那覇市 18,680 堺市 15,477
岡山市 7,990 奈良市 18,646 鳥取市 15,448
福井市 7,955 鹿児島市 18,447 高知市 15,214
高知市 7,726 和歌山市 18,126 さいたま市 15,104
鳥取市 7,585 金沢市 18,106 松江市 15,090
那覇市 6,955 水戸市 18,067 津市 14,966
横浜市 6,859 名古屋市 17,988 徳島市 14,914
長崎市 6,851 宇都宮市 17,977 神戸市 14,587
東京都区部 6,780 堺市 17,802 高松市 14,585
金沢市 6,765 佐賀市 17,725 秋田市 14,530
宮崎市 6,729 大阪市 17,712 横浜市 14,486
さいたま市 6,631 富山市 17,711 川崎市 14,231
岐阜市 6,501 岡山市 17,648 青森市 13,964
鹿児島市 6,430 松江市 17,569 千葉市 13,829
名古屋市 6,415 宮崎市 17,454 名古屋市 13,455
川崎市 6,349 広島市 17,325 浜松市 13,429
富山市 6,093 鳥取市 17,234 東京都区部 13,411
松江市 6,034 松山市 17,178 静岡市 13,374
千葉市 5,733 岐阜市 17,105 甲府市 12,926
青森市 5,606 京都市 17,103 金沢市 12,804
静岡市 5,234 前橋市 16,954 福井市 12,737
札幌市 4,870 大津市 16,878 盛岡市 12,620
甲府市 4,585 大分市 16,556 宇都宮市 12,596
仙台市 4,575 熊本市 16,488 新潟市 12,333
宇都宮市 4,496 長崎市 16,308 山形市 12,088
盛岡市 4,338 神戸市 16,182 長野市 12,056
秋田市 4,259 福井市 16,036 岐阜市 12,009
浜松市 4,217 津市 15,884 仙台市 11,927
水戸市 4,190 北九州市 15,787 那覇市 11,665
福島市 4,123 山口市 15,759 水戸市 11,418
前橋市 3,628 高松市 15,598 福島市 10,926
長野市 3,385 高知市 15,432 富山市 10,599




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































版会（本訳書はVilfredo Pareto, Compendio di sociologia generale, per cura di Giulio Farina, Firenze, 1920の
全訳である）.































6巻、青木書店．（本訳書はVilfredo Paretoのイタリア語の原著 Trattato di sociologia generale, 2vols, 1916
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